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Ⅰ 行動経済学 

経済学は、社会科学の中でも政策に大きな

影響を与えてきた分野である。インフレや失

業を解消するために、財政政策や金融政策な

どのマクロ経済政策はよく知られている。貧

困問題を解消するための所得再分配政策も経

済政策の一つである。さらに、独占禁止法や

環境保護政策は、市場競争がうまく機能しな

い場合に政府が市場に介入するものである。

こうした経済政策の根拠を伝統的経済学は与

えてきた。ただし、伝統的経済学の政策提言

は、市場が失敗する場合への対策に限られて

いたことに注意すべきである。環境問題のよ

うに負の外部性がある場合に、外部性を内部

化するような税や補助金を使うことを経済学

者は政府に提言する。独占が発生している場

合には、競争を促進するように独占禁止法を

制定するように提言するといったことである。

これは、伝統的経済学では、得られる情報を

全て用い、計算能力が高く、消費者は自分の

効用を企業は利潤を最大にするように行動す

 
1 行動経済学やナッジについての概説書としては大竹（2019）、ナッジについての包括的説明については、セイラー・サンス

ティーン（2022）、消費者保護規制の行動経済学的分析については、室岡（2023）が詳しい。 

るという「合理的」な主体を想定していたか

らである。企業や家計は合理的に行動してい

るので、経済学者が彼らにアドバイスする余

地はない。経済学者の政府へのアドバイスも

市場の失敗への対処法に限られたのである。 

しかし、行動経済学では、人々の行動には

伝統的経済学で想定されていた合理的な行動

から人々は予測可能な形でずれると考えられ

ている。個人や企業も本当に望む行動ができ

ていない場合や、このような個人の行動を利

用して利益を得ようとする企業があると行動

経済学では想定している。このような場合、

人々の行動を合理的なものに近づけるように

するための政策介入の余地があると行動経済

学では考えられている。そのため、行動経済

学では、伝統的経済学よりも幅広く、政策提

言が可能である。行動経済学の社会実装が進

んでいるのは、行動経済学が政策の処方箋を

提供してくれるからである1。 

行動経済学と呼ばれる経済学の研究分野

は、1970 年代から始まった。2002 年には、現

代的な行動経済学の創設者の一人である

Daniel Kahneman 教授がノーベル経済学賞を

受賞し、2017 年には、行動経済学の社会実装

でナッジという概念を提唱した Richard 

Thaler 教授がノーベル経済学賞を受賞した。 

行動経済学は「伝統的な経済学の仮定の変

種（多くは心理学的動機づけ）を用いて、行

動を説明・予測し、政策の処方箋を提供する

もの」と Laibson and List（2015）が定義し

ている。彼らは、行動経済学の６つの原理を
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つぎのようにまとめている2。 

 

第１原理： 人は可能な限り最善の選択肢を

選ぼうとするが、うまくいかないこともある。 

第２原理： 人々は、自分の状況が参照点と比

べてどうなのかを（部分的に）気にする。 

第３原理： 人は自制心の問題を抱えている。 

第４原理： 私たちは、自分の物質的な報酬を

気にすることがほとんどだが、他人、それも

家族以外の人の行動、意図、報酬も気にする。 

第５原理： 市場交換で心理的要因がなくな

ることもあるが、市場でも多くの心理的要因

は重要である。 

第６原理： 理論的には、人々の選択を制限す

ることで、部分的には行動バイアスから人々

を守ることができるが、実際には、強引なパ

ターナリズムには様々な実例があり、しばし

ば不人気となることがある。 

人間のこのような特性を前提にすれば、消

費者保護、健康・医療対策、環境対策、災害

対策などで、政府が介入することが説明でき

る。行動経済学は伝統的経済学が前提として

きたものの変異種として用いている前提の多

くは、心理学の成果を用いている。では、心

理学では、特に新しくないものを行動経済学

という別の名称を用いて学問とされているの

だろうか。両者の違いは、Laibson and List

（2015）の定義の中の「行動を説明・予測し、

政策の処方箋を提供するもの」という部分で

 
2 この６つの原理は、マンキュー（2019）が経済学の10大原理として示しているものに対応している。第１原理：人々はト

レードオフ（相反する関係）に直面している。第２原理：あるものの費用は、それを得るために放棄したものの価値である、

第３原理：合理的な人々は限界原理に基づいて考える。第４原理：人々はさまざまなインセンティヴ（誘因）に反応する。

第５原理：交易（取引）はすべての人々をより豊かにする。第６原理：通常、市場は経済活動を組織する良策である。第７

原理：政府が市場にもたらす成果を改善できることもある。第８原理：一国の生活水準は、財・サービスの生産能力に依存

している。第９原理：政府が紙幣を印刷しすぎると、物価が上昇する。第 10 原理：社会は、インフレと失業の短期的トレ

ードオフに直面している。 

第７原理は、政府の介入についてであり、第８原理から第10原理は、マクロ経済に関するものなので、Laibson and List

（2015）の６つの原理がマンキューのものに対応していることが分かる。 
3 カーネマン（2019）は、「「行動経済学」はいいラベルとはいえない。心理学者は経済学者ではなく、そして市場について考

える訓練を受けていないからである。「社会心理学」もやはりふさわしくない。レヴィン派の実践に関わる経済学者、弁護

士、そして医師に、上記と同じ問題をもたらすからである。記述的に正確なラベルは、「応用行動科学」である。」と述べて

いる。 
4 イギリスでは2014 年にナッジの政策応用のためにBehavioural Insights Teams が設立された。その後、各国に同様の組

ある。従来の心理学が主に、人間の行動特性

や異質性を明らかにすることに力点を置いて

いたものを、行動経済学はそれを政策の処方

箋に用いているという点で大きく異なってい

る。心理学者から見れば行動経済学は社会心

理学と認知心理学の応用にすぎない。その意

味では、心理学者が経済学と無関係に心理学

の応用として政策の処方箋に関わるナッジの

研究を行った場合、経済学の専門的知識が全

くなくても彼らは「行動経済学者」と呼ばれ

てしまうという事態が生じる。実際、カーネ

マン（2019）は、政策領域において心理学と

経済学の研究者が似たような手法を用いて似

たような問題を検討していることが増えたこ

とを指摘している3。 

 

Ⅱ ナッジとスラッジ 

伝統的な経済学における政策手段は、税と

補助金を用いた価格への介入である。これに

対して、行動経済学では、「ナッジ」（nudge）

と呼ばれる非価格介入も政策手段になる。「ナ

ッジ」はもともと「肘で軽く後押しをする」

という意味の英語である。ナッジという言葉

は、Thaler and Sunstein（2008）によって提

唱された。彼らは、ナッジを「選択を禁じる

ことも、経済的なインセンティヴを大きく変

えることもなく、人々の行動を予測可能な形

で変える選択アーキテクチャーのあらゆる

要素を意味する」と定義した4。 
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人々は、伝統的な経済学で想定されていた

ある意味で合理的な意思決定の仕方から、予

測可能な形でズレているということが心理学

と行動経済学で明らかにされてきた。行動経

済学という学問では、そのような伝統的経済

学で予測される合理的意思決定からのズレを

バイアスと呼んでいる。また、複雑な計算を

せずに直感的意思決定を用いるために合理的

意思決定からズレるものをヒューリスティッ

クスと呼ぶ。行動経済学でよく知られている

バイアスとヒューリスティックスを表１にま

とめてある。私たちの意思決定に予測可能な

形で合理的なものからズレが存在するのであ

れば、そのようなズレを逆に利用することで、

よりよいものに変えることができることにな

る。この考え方が「ナッジ」と呼ばれるので

ある。 

 

表１ バイアスとヒューリスティックス 

確実性効果 確実なものを強く好む効果 

損失回避 同じ額の利得と損失では、損失をより大きく評価する 

現在バイアス 将来については我慢強い選択ができても現在についてはせっか

ちな選択をする 

社会的選好（利他性・

互恵性・不平等回避） 

他人の状況も自分の満足度に影響する 

サンクコストの誤謬 戻って来ない費用を取り返そうとすること 

平均への回帰の誤謬 ランダムに生じていることがらから因果関係を見出そうとする

こと 

意志力 意思決定力が消耗する 

選択過剰負荷 選択肢が多すぎると選択しなくなる 

情報過剰負荷 情報が多すぎると内容を理解しなくなる 

メンタルアカウンテ

ィング 

お金を心理的な会計項目別に管理する 

利用可能性ヒューリ

スティック 

手に入れやすい情報だけを用いて意思決定する 

代表性ヒューリステ

ィック 

特定の属性だけをもとに意思決定する 

アンカリング効果（係

留効果） 

最初に目にした数字に意思決定が影響される 

極端回避性 上中下の選択肢があると両端のものを避ける 

社会規範・同調効果 多数派の行動に従う 

  

 
織が設立され公共政策への行動経済学の応用が進んでいる。2017 年４月には、日本版ナッジユニット（ＢＥＳＴ）が設立さ

れた。 
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行動経済学的な手段を用いて、人々の選択

の自由を確保しながら、金銭的なインセンテ

ィヴを用いないで、行動変容を引き起こすこ

とができる。それがナッジである。カフェテ

リアで果物を目の高さに置いて、果物の摂取

を促進することはナッジである。しかし、健

康促進のためにジャンクフードをカフェテリ

アに置くことを禁止するのはナッジではない。

感染症の拡大を防ぐために、マスク着用を義

務付け、守らないと罰則を課すのはナッジで

はない。マスク着用をしたイラストが入った

ポスターを掲示するのはナッジである。 

ナッジは、行動経済学的知見を使うことで

人々の行動をより良いものにするように促す

ものである。行動経済学的知見を用いて、人々

の行動を自分の私利私欲のために促したり、

よりよい行動をさせないようにしたりするこ

とは、ナッジではなくスラッジと呼ばれてい

る（Thaler（2018）、サンスティーン（2023))。

スラッジとはもともと、ヘドロや汚泥を意味

する英語である。ネットで買い物をした際に、

宣伝メールの送付をすることがあらかじめ設

定されているというデフォルト5になってい

て、その解除が難しい場合は、そのデフォル

トはナッジではなくスラッジである。社会保

障の申請書や様々な公的サービスの申込書が、

非常に分かりにくいものになっている場合も、

望ましい行動を阻害しているという意味でス

ラッジにあたる。 

 

Ⅲ ナッジの設計 

うまくナッジを設計することができれば、

 
5 デフォルトとは、明示的な意思表明をしない場合に、選択したとされる選択肢のことである。日本における臓器提供の意

思表示は、デフォルトは「臓器提供をしない」というもので、「脳死の場合に臓器提供をする」という項目にチェックを入

れて、サインをして初めて、臓器提供の意思があるとみなされる。 
6 コミットメントとは、現在時点で将来の行動を確約することである。コミットメント手段とは、確約するための方法のこ

とである。例えば、映画や美術館のチケットを事前予約で購入することは、予約した日時の行動を現在時点で確約すること

になるのでコミットメントになる。予約した時間にチケットを使用しないと、そのチケット代を無駄にすることになるので、

コミットメントを守るというインセンティヴが高まる。日時指定の事前予約のチケットを販売することは、コミットメント

手段の提供にあたる。予定をカレンダーアプリに書き込む機能を入れたメール、予定よりも早く引き出すことに高めの手数

料がかかる定期預金などもコミットメント手段の例である。 

私たちの意思決定はよりよいものになる。現

在バイアスが理由で仕事を先延ばしする傾向

がある人なら、コミットメント手段6を提供し

たり、デフォルトを工夫したりすることで、

先延ばしすること自体を面倒にするナッジを

作ればよい。政府からの情報提供が複雑で理

解が困難な場合は、情報過剰負荷が理由で、

情報が正しく伝わっていない可能性がある。

この場合は、情報をシンプルに提示すること

がナッジになる。同じ情報であっても、損失

を強調するのか、利得を強調するのかで、情

報の受け手は、異なる意思決定をすることが

ある。さらに、社会規範を強調したメッセー

ジが人々の行動をよりよいものに変える場合

もある。ナッジを設計するためには、どのよ

うなナッジが有効かを検討するための枠組み

があると便利である。 

ＯＥＣＤやイギリスの行動洞察チームは、

ナッジの設計のプロセスフローを提案してい

る。どれも基本的に同じような構造でなりた

っている。よく利用されているＯＥＣＤのＢ

ＡＳＩＣというプロセスフロー（図１）は、

人々の行動（Behaviour）を見て、行動経済学

的に分析（Analysis）し、ナッジの戦略

（Strategy）を立て、実際にナッジによる介

入（Intervention）をしてみて効果があれば、

変化（Change）させて実装するというもので

ある。 
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ナッジを選ぶためには、意思決定のプロセ

スや状況を分析して、どのような行動経済学

的なボトルネックがあるのかを分析する必要

がある。例えば、老後のための貯蓄が始めら

れないという人がいた場合、老後貯蓄を始め

るための意思決定プロセスを考えてみる。ま

ずは、老後貯蓄の重要性を知ることが必要で

ある。つぎに、老後の生活を維持するには引

退時点でどの程度の貯蓄が必要なのかを計算

して、今からいくらずつ貯蓄するかを明らか

にする。そして、どのような金融資産で貯蓄

していくのかを考えて、実際に契約する。貯

蓄の重要性は分かっているけれど、いくら貯

蓄したらいいのか分からないのか。いくら貯

蓄するというところまで分かっているけれど、

金融機関と契約するのを先延ばしにしている

のか。どの金融資産にすればいいのか分から

ないので困っているのか。こうしたことを考

えてみるのである。 

自治体から市民や消費者に、封筒でリーフ

レットを配布して行動を促す場合に、効果が

小さいという問題があったとする。この時に、

いくつかのボトルネックが考えられる。第一

のボトルネックは、封筒を開けてリーフレッ

トを読んでもらえないということである。第

二のボトルネックは、リーフレットの内容を

読んでも複雑で何をすべきか分からないとい

うことである。第三のボトルネックは、リー

フレットを読んで行動しようとしても、先延

ばしして、結局忘れてしまうことである。こ

のように、私たちが行動できないことには、

さまざまなボトルネックがある。 

ボトルネックを見つけると、そのボトルネ

ックの特徴に応じて、ナッジの中身は変わっ

てくる。具体的には、つぎのような観点をチ

ェックすべきである。第一に、本人は、自分

がしなければならないことを知っていて、そ

れが達成できないのか、それとも望ましい行

動そのものを活性化すべきなのかという点だ。

もし、自分が本来すべき行動を知っていて達

成できていないのであれば、自制心を高める

ようなナッジが必要である。コミットメント

メカニズムや具体的計画を立てやすくする仕

組みの提供である。一方、望ましい行動その

ものを知らないのであれば、その行動をしな

いと損失を被ることを強調したメッセージで

重要性を認識してもらうことが有効である。

理想的な行動を理解していない場合は、デフ

ォルト設定や社会規範メッセージを利用する

ことが考えられる。デフォルト設定とは、明

示的な意思表示をしない場合に、選択したと

みなされる選択肢の設定のことである。社会

図１ナッジ設計のプロセスフロー：ＯＥＣＤのＢＡＳＩＣ
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規範メッセージとは、多くの人の行動や選択

を示すような社会規範に関する情報提供のメ

ッセージのことである。 

第二に、自分自身でナッジを課するだけ十

分に動機付けられているかという点である。

本人の意欲が高ければ、コミットメントメカ

ニズムを提供することが重要である。しかし、

そうでないならば、政府や組織が設定する外

的なナッジが必要となる。 

第三に、人は情報を正しく認知することが

できれば行動は起こされるのか、それとも認

知的な負荷が過剰でできないのかという点で

ある。情報の認知に問題がある場合は、情報

を理解しやすいように、損失回避や社会規範

を利用したナッジ、必要な情報をシンプルに

提供するナッジ、情報をタイミングよく提供

するナッジが有効である。 

第四に、引き起こしたい行動と競合的な行

動が存在するために目的の行動ができないの

か、単に惰性のためにできないのか、競合す

る行動を抑制すべきか、目標行動を促進すべ

きなのかといった点である。もし、達成した

い行動を阻害するような誘惑がボトルネック

となっているならば、その行動を抑制するよ

うなナッジを設計する必要がある。不健康な

食品を手に届きにくいところに陳列するのは、

その例である。 

こうしたボトルネックの特徴を明らかに

できれば、それを引き起こしている行動経済

学的特徴に応じて適切なナッジを選択するの

である。しかし、問題の状況によっては、利

用可能なナッジに制約がある場合もある。デ

フォルトの導入やデフォルトの変更が有効だ

と考えられる場合であっても、それがそもそ

も可能な選択肢かどうか、という問題がある。 

また、もともと複雑な意思決定を必要とす

るために、そのような行動がとられていない

のであれば、意思決定に関わるプロセスを単

純にすることができるのかどうか、というこ

とも検討すべきである。さらには、ＩＴ技術

などの利用によって、個人が意思決定する面

倒さを減らすことが可能であれば、その利用

可能性を検討する必要がある。 

どのようなナッジを優先すべきかについ

ては、意思決定の上位にあるボトルネックを

解決するようなナッジを選択することが最も

重要である。自制心を高めるためのナッジは、

もともとそのような行動をとりたいと思って

いる人だけにしか効果がないので、デフォル

ト設定型のナッジに比べると効果が得られる

人は限られる。 

 

Ⅳ ナッジのチェックリスト 

イギリスのナッジ設計部門である行動洞

察チームは、いくつかのチェックリストを提

案している。例えば、ＥＡＳＴというチェッ

クリストは、項目が少ないので、ナッジを設

計する人は常に心掛けておくことが望ましい

（図２）。Ｅは Easy すなわち簡単ということ

である。人々が望ましい選択や行動をしない

のは、その選択が複雑であったり面倒であっ

たりすることが原因であることが多い。ナッ

ジを用いるのであれば、容易なものになって

いるかをチェックすることが何より重要であ

る。政府や自治体がナッジを用いようとして、

メッセージを作成する場合、間違いがないよ

うに詳細な情報を入れようとしたり、複数の

メッセージを入れようとしたりすることがよ

くある。 

 

 

 

 

 

 

 

 



行動経済学の政策応用：防災対策、感染対策、ワクチン接種 

RESEARCH BUREAU 論究（第 20 号）（2023.12） 11 

図２ ナッジのチェックリスト：ＥＡＳＴ 

 

しかし、メッセージの受け手にとってみる

と、情報が多いとそれだけで複雑になり、せ

っかくのナッジが機能しないのである。第一

にすべきことは、複雑さがサービスの利用を

減らしている原因になっていないかをチェッ

クすることである。担当者は、当然その業務

を熟知しているため、非常に複雑な文章や表

現であっても、内容を一瞬で理解できてしま

う。しかし、初めてその情報や制度に直面す

る人にとっては、不要な情報まで提示される

ことは煩わしいだけである。コンビニや駅の

プラットホームで、列に並ぶ場所を矢印や足

跡で表現しているのが有効なのは簡単だから

である。もし、矢印や足跡でなく、「この場所

に並んでください」という掲示をしたとして

も、それを読む人は少ないと考えられる。 

次の、Ａは Attractive、すなわち魅力的と

いうことである。人々に注意を促すポスター

が文章だけで書かれていたとすれば、それを

読む人は少ないと考えられる。宣伝のための

ポスターが、人々の注意を引きつけるような

工夫をしているのは、作成者が人々の特性を

よく知っているからである。罰則や金銭的イ

ンセンティヴを使わないで人々の行動変容を

促すためには、ナッジそのものが魅力的なも

のである必要がある。 

３つ目の Social は、社会的という意味であ

る。これは、私たちの社会的選好をうまく利

用しているか、というものである。私たちが、

人との比較を気にしたり、人からの恩に報い

たり、多数派の行動に従ったり、社会規範に

従うといった行動経済学的特性をナッジに使

うということである。例えば、節電を促すナ

ッジとして有効だと明らかにされているのは、

周りの人の電力使用量と本人の電力使用量を

グラフにして通知することである。これは、

人々の社会規範に従うという特性を利用して

いる。 

４つ目の Timely は、ナッジのタイミングの

重要さである。望ましくない行動を抑制した

いのであれば、望ましくない行動をしそうな

タイミングでそれを抑制するようなメッセー

ジを出す必要がある。長期的によりよい行動

をとらせたいのであれば、長期的なことを考

えることが多いタイミングに合わせてメッセ

ージを出す必要がある。現在バイアスのため

にやるべきことを先延ばしたり、よくないこ

とを続けたりすることを抑制したい場合には、

抑制すべき行動をするタイミングでその行動

の結果が分かるようなフィードバックができ

ることが望ましい。 

 

Ⅴ ナッジに対する批判 

ナッジについては、様々な批判がある。こ
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こでは、Sunstein（2015）の議論を紹介して

おく。Sunstein（2015）は、ナッジについて、

（１）ナッジは人々の選択を特定の方向に誘

導する、（２）デフォルトで意思決定を変える

のは問題である、（３）アンカリングを使うこ

とは問題である、（４）人々の好みは多様であ

る、（５）ナッジは人々から学習の機会を奪う、

（６）ナッジを使う政府や官僚にバイアスや

偏見が存在する、（７）ナッジは市場競争を歪

める（ナッジによって特定の製品だけが好ま

れるようになると自由な市場競争に悪影響を

与え、新製品・サービスの開発意欲が低下す

る）、（８）温情主義的政策は人々の自主性を

失わせる、という８つの批判について検討し

ている。 

（１）の選択の誘導については、ナッジは

選択の自由を確保していることを前提として

おり、人々の行動を特定の企業の利益獲得の

ために誘導するものは上述したようにスラッ

ジと呼ばれている（Thaler（2018))。（２）の

デフォルトを利用すること自体の批判につい

ては、既に多くの選択は、社会保障の受給に

おける申請主義や臓器提供の意思表示のよう

に、オプト・インという形でのデフォルトが

利用されている。（３）のアンカリングについ

ての批判については、どのような表示の仕方

を用いたとしても、何
いず

れかの選択肢が最初に

来ることは避けられないので、よりよい選択

肢を選択しやすい工夫は許される。（４）の人

の好みは多様であるという批判については、

ナッジでは選択の自由が保障されていること

が前提であることに加え、現在バイアスや選

択肢過剰のように選択の自由が必ずしも本人

の満足度を高めることにならない場合もある

と反論されている。（５）のナッジが学習の機

会を奪うという批判については、人生で何度

も行わないような意思決定の場合にはそもそ

も学習の機会がほとんどない。また、ナッジ

の中には学習の機会を提供するものもあり、

それであれば問題はない。（６）の政府や官僚

のバイアスや偏見の存在については、ナッジ

を用いる政府に透明性と説明責任を課すこと

で対応可能だという。（７）のナッジが市場競

争を歪めるという批判については、外部性や

独占などで市場が失敗する場合に、市場競争

を促進するためにナッジを用いるべきである

としている。（８）の温情主義政策が人々の自

主性を失わせるという批判については、全て

のことに情報を得て自主的に意思決定してい

るわけではない。ルールや習慣に従うことで

時間とエネルギーを節約し、より重要な問題

を考えることで、自主的な意思決定が可能に

なると指摘している。 

 

Ⅵ ナッジの有効性に関する批判 

心理学者からも伝統的経済学者からも、

「行動経済学は政策の処方箋として有効か？」

という批判を行動経済学は受けている。特に、

行動経済学の政策手法であるナッジについて

は懐疑的な立場が存在する。例えば、2022 年

７月にＰＮＡＳという学術雑誌に掲載された

心理学者のグループによる論文のタイトルは、

「出版バイアスを調整するとナッジングのエ

ビデンスはない」というものである（Maier, 

Bartoš, Stanley, Shanks, Harris, and 

Wagenmakers.（2022))。つまり、効果があっ

たものだけが学術雑誌に掲載されているとい

う出版バイアスのために効果があったように

見えていただけで、ナッジ一般には効果がな

い、というのである。2022 年１月に同じＰＮ

ＡＳ誌に掲載されたナッジ研究をレビューし

た Mertens, Herberz, Hahnel, and Brosch

（2022）では、出版バイアスの可能性はある

ものの、ナッジには効果があるとされていた。

しかし、より否定的論文が掲載されたと言え

る。 

では、ナッジには効果がないのだろうか。

経済学のトップクラスの学術雑誌である
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Econometrica 誌に 2022 年１月に、学術雑誌

に掲載されていない研究も含めてナッジの効

果の大きさを検証した研究が掲載された

（Dellavigna, and  Linos（2022))。この研究

は、アメリカ最大の２つのナッジユニット（米国

連邦政府の評価科学局、および Behavioural 

Insights Team の米国オフィス）で行われた

すべての介入実験と学術雑誌に掲載された研

究を比較している。学術雑誌に掲載された研

究では、ナッジによって平均 8.7％ポイント

参加率を引き上げており効果が大きかった。

一方、ナッジユニットで実施された研究では、

統計的には効果があるが、その大きさは

1.4％ポイントの参加率引き上げとなってい

て効果の大きさは小さい。その差は、デフォ

ルトの変更などの選択肢の提示の仕方につい

てのナッジは大きな効果をもち、そのタイプ

のナッジが学術誌に比較的多く掲載されてい

ることによる。ナッジユニットで実装された

研究の多くは、情報の簡単化、損失や利得の

表現、社会規範の利用など情報提供の仕方に

ついてのナッジを用いたものであった。 

ナッジの効果を考える際には、文脈依存と

人間の異質性を考慮する必要がある。例えば、

新型コロナワクチン接種を促すメッセージと

して、ワクチン接種が始まった頃には、利他

的なメッセージが効果をもつかもしれない。

しかし、利他的メッセージを繰り返している

と効果は小さくなると考えられる。それは、

利他的メッセージで行動変容する人がすべて

ワクチン接種をしてしまったならば、もう利

他的メッセージに反応する人は残っていない

からである。ワクチンを接種していない人に

は、利己的な人しか残っていないのであれば、

自分の健康のためというメッセージやワクチ

ン接種を受けると旅行補助金や食事割引が利

用可能だという金銭的インセンティヴをつけ

 
7 具体的には、行動バイアスの弾力性加重標準偏差と平均的な外部性の大きさの代償関係である。 

る必要が出てくる。つまり、同じナッジであ

っても、それを実施するタイミングや対象と

する人によって効果がある場合もない場合も

生じるのである。 

情報提供型のナッジの場合、多くの人にと

ってその情報を知らなかったことが行動変容

のボトルネックになっていた場合には効果が

あるが、行動変容のボトルネックが別の部分

にあった場合には、情報提供ナッジの効果が

ないのは当然である。ナッジを社会実装する

には、どこにボトルネックがあるかを検証し

ながら進めていく必要がある。 

ナッジの効果を評価する際に、従来は、ナ

ッジによる行動変容の大きさだけを用いてき

た。しかし、代替的な政策が伝統的経済学に

よる補助金や課税であれば、どちらが効率的

かという観点の議論も必要である。List et 

al.（2023）は、ナッジと課税のどちらが効率

的かを明らかにする分析枠組みを開発した。

行動バイアスが外部性より大きければ、ナッ

ジの方が課税よりも効率的だというものであ

る7。また、道徳的規範に訴えかける場合には、

ナッジは心理的コストをかけることになる。

その場合は、さらにナッジの効率性が下がる。 

 

Ⅶ ナッジの政策応用 

ナッジについては、多くのフィールド実験

でその有効性の有無が確認されてきた。

Madrian and Shea（2001）をはじめとした企

業年金加入について加入をデフォルトにする

と加入率が増加するという一連の行動経済学

のフィールド研究の結果は、イギリスの個人

年金のＮＥＳＴにおいて政府の政策に取り入

れ ら れ た （ Department for Work and 

Pensions,2018; Thaler and Benartzi, 

2004)。 

メッセージ介入についての研究も行われ
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てきた。イギリスのナッジユニットが初期に

行った研究で最も有名なものは、申告をした

が納税していない人に対する督促状における

メッセージを用いたランダム化比較試験（Ｒ

ＣＴ）である（Hallsworth et al.（2017))。

この研究では、多くの人は期限内に納税して

いて、納税していない人は少数派だという社

会規範メッセージが効果的であった。現在で

は、世界各国で様々なナッジが政策的に採用

されている（ＯＥＣＤ（2017))。 

日本でもナッジが政策に使われ始めてい

る。福吉（2018）は、大腸がん検診の受診勧

奨メッセージに、今年度検診を受けないと検

査キットが来年度送られてこないという損失

を強調したメッセージが、今年度検診を受け

ると来年度検査キットが送られているという

利得メッセージよりも、検診の受診率を７％

ポイント高めたことをある自治体でのフィー

ルドＲＣＴによって示している。日本版ナッ

ジユニット（ＢＥＳＴ)でも、電力使用量の表

示に社会比較を用いることで節電行動が促進

されたことが示されている8。 

ナッジについては、効果があるものもあれ

ば、それほど効果がないものもある。また、

短期的には効果があっても馴
じゅん

化が生じて効

果が消失してしまうものもある。節電行動に

ついては、Ferraro et al.（2011）および

Allcott and Rogers（2014）など社会比較は

長期的にも効果があるという研究がある。し

かし、節電を道徳的に呼びかけるというナッ

ジメッセージは急激に効果が消失していくこ

とを Ito, Ida and Tanaka（2018）が日本に

おけるＲＣＴで明らかにした。一方、彼らは

ダイナミック・プライシングによる金銭的イ

ンセンティヴを使った場合では、そのような

効果の消失は見られないことを示している。 

 
8 第３回日本版ナッジ・ユニット連絡会議（2018 年５月 24 日）環境省ナッジ事業の初年度の成果 http://www.env.go.jp/

earth/ondanka/nudge/renrakukai03/mat02_1.pdf 

以下では、日本におけるナッジの応用研究

として、大竹・坂田・松尾（2020）の豪雨災

害時の避難促進ナッジ、新型コロナウイルス

感染症対策の行動変容とワクチン接種にどの

ようなナッジメッセージが効果的かという一

連の研究を紹介する（Sasaki, Kurokawa and 

Ohtake（2021）, 佐々木・齋藤・大竹（2021）, 

Sasaki, Saito and Ohtake （2021)）。 

 

１ 豪雨災害時の避難促進 

日本だけでなく世界各国で、豪雨災害が毎

年のように発生するようになっている。豪雨

災害が発生する前に避難できず、命を失う人

が多い。避難を促進するためには、従来、防

災教育によって、住民に避難場所や避難経路

などの防災に関する知識を身につけてもらう

手法が行われてきた。しかし、防災知識が高

まったとしても、実際の災害時に避難してい

ない人が多い。一方で、どこに誰がいるかを

行政が完全に把握することが困難であり、罰

則を規定することも現実的ではないため、災

害時の避難を義務化することも難しい。この

ような場合に、ナッジが有効な可能性がある。 

大竹・坂田・松尾（2020）は、豪雨災害時

に早期避難を促すナッジメッセージの効果検

証を行った。広島県民を対象にしたアンケー

ト調査をもとに、仮想的に災害が発生した状

況で、行動経済学的なメッセージが住民の避

難意思に対して与える影響について分析して

いる。また、８ヶ月後に行った追跡調査をも

とに、メッセージが長期的な防災意識や防災

行動に与えた影響を分析した。早期避難行動

が周囲の人の避難行動を促すことを伝える社

会的影響メッセージ、避難場所に避難するこ

との損失や利得を強調するメッセージなどの

ナッジメッセージから、もっとも避難意図を
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高めるメッセージをＲＣＴによって明らかに

した。 

その結果、短期的には、「これまで豪雨時に

避難勧告で避難した人は，まわりの人が避難

していたから避難したという人がほとんどで

した．あなたが避難しないと人の命を危険に

さらすことになります」という自らの避難行

動の社会的影響について、損失を強調する形

のメッセージが最も効果的であった。その次

に効果的であったのは、「これまで豪雨時に避

難勧告で避難した人は，まわりの人が避難し

ていたから避難したという人がほとんどでし

た．あなたが避難することは人の命を救うこ

とになります」という利得を強調するもので

あった。さらに、８ヶ月後の追跡調査では、

社会的影響についての利得メッセージだけが

効果をもっていた。また、損失を強調したメ

ッセージの場合、心理的コストが大きいこと

も明らかにされている9。 

避難行動を促進するために、コミットメン

トメカニズムの提供が有効であることを示し

たものに、環境省（2023）の研究がある。環

境省（2023）は、記入式のマグネットシート

を送付して、住まいの地域の防災・ハザード

マップを見ながら災害リスクや一時避難場

所・避難所を記入し、冷蔵庫や玄関等の目に

付く場所に貼り付けておくことの効果を検証

した。そのような依頼をしたグループは、そ

うでないグループに比べて、４週間後の時点

で、災害リスクの理解、食料の備蓄、水の備

蓄、家具の配置・警報器の設置、一時避難場

所や避難所の把握、家族との集合場所の決定

 
9 北野・大竹（2022）は、このメッセージの効果が、様々な属性によって異なるか否かを Causal Forest を用いて検証して

いる。その結果、個人間の異質性が存在しないという帰無仮説が棄却できないことが示されている。 
10 具体的なメッセージはつぎの通りである。コントロール：「感染を防ぐには、人との接触を減らすこと、密閉空間・密集場

所・密接場面という「３密」を避けること、手洗いをすること、マスクをすること、が有効だとされています」、利他的・利

得フレームメッセージ：「あなたが外出をやめ、「３密」をさけ、手洗いやマスクをすることで身近な人の命を守れます」、

利他的・損失フレームメッセージ：「あなたが外出をしたり、「３密」の場所にいったり、手洗いやマスクをしなかったりす

ることで身近な人の命を危険にさらします。」、利己的メッセージ：「あなたが外出をやめ、「３密」をさけ、手洗いやマスク

をすることで、あなた自身の命を守れます。」、利己＋利他・利得フレームメッセージ：「あなたが外出をやめ、「３密」をさ

け、手洗いやマスクをすることで、あなた自身と身近な人の命を守れます」、シンプル・利他・利得フレームメッセージ：

「家にいてください。あなたの身近な人の命を守れます」 

などの防災リテラシーや防災への備えが高ま

っていたことを示した。 

 

２ 感染予防行動ナッジ 

Sasaki, Kurokawa, Ohtake（2021）は、人

との接触を控えることやマスク・手洗いなど

の新型コロナウイルスの感染対策を促進する

ためのナッジメッセージを探し出すために、

同一調査対象者に対する継続的な online ア

ンケートを用いて、ＲＣＴで効果検証をした。

この研究では、2020 年４月から 2020 年８月

まで、コントロールメッセージに加えて、利

他的・利得、利他的・損失、利己的、利他的

＋利己的、シンプルという５つの感染予防ナ

ッジメッセージのうち一つを同一調査対象者

に４回にわたって繰り返し提示している10。

提示した直後の、感染予防行動に関する行動

意図を調査するとともに、過去１週間に関す

る感染予防行動を自己申告で調査した。この

研究は、一回限りの行動変容ではなく、繰り

返して情報提供した際の行動意図と行動につ

いて分析したところに特徴がある。その結果、

人との接触抑制については、利他的・利得フ

レームのメッセージのみが、第二回調査で行

動抑制に効果があった。 

 

３ ワクチン接種の促進ナッジ 

Sasaki, Saito and Ohtake（2021）は、新

型コロナウイルス感染症のワクチン接種意向

を高めるためのナッジメッセージとして、ど

のようなものが効果的かについてオンライン
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サーベイ実験で明らかにした11。ＲＣＴで用

いたメッセージは、つぎの３つである。 

社会比較メッセージ：「あなたと同じ年代

の 10人中７〜８人が、このワクチンを接種す

ると回答しています。」 

利得フレームの社会的影響メッセージ：

「ワクチンを接種した人が増えると、ワクチ

ン接種を希望する人も増えることが分かって

います。あなたのワクチン接種が、周りの人

のワクチン接種を後押しします。」 

損失フレームの社会的影響メッセージ：

「ワクチンを接種した人が増えると、ワクチ

ン接種を希望する人も増えることが分かって

います。あなたがワクチンを接種しないと、

周りの人のワクチン接種が進まない可能性が

あります。」 

ナッジメッセージの効果としては、つぎの

ことが明らかになった。第一に、「あなたのワ

クチン接種が周りの人のワクチン接種を後押

しする」ことを伝える利得フレーム・メッセ

ージは、ワクチン接種を受けるつもりの無か

った高齢回答者の意向を強め、接種希望者数

を増やす効果を持つ。第二に、「あなたが接種

しないと周りの人のワクチン接種が進まない」

という損失メッセージや、「同年代の 10人中

７～８人が接種を受けると回答している」こ

とを伝える社会比較メッセージは、元々接種

を受けるつもりの高齢層の意向をさらに強化

する。同時に、損失メッセージが人々に精神

的な負担をかけてしまう可能性や、社会比較

メッセージが接種を受けるつもりの無かった

高齢回答者には意向を弱める方向に作用する

可能性も示唆された。第三に、これらのナッ

ジメッセージは、若年層の接種意向に対して

は、統計的に有意な促進効果を持たない。 

 

Ⅷ おわりに 

行動経済学は、伝統的な経済学よりも幅広

い分野で政策的に応用されている。特に、環

境、医療・健康、防災、労働といった分野で

の応用が進んでいる。これは、これらの分野

では税や補助金という政策が、必ずしも効果

的に使えない場合やうまく機能しない場合が

あるからである。また、ナッジという政策手

法には、政策のための費用が小さいことや行

政担当者の裁量の範囲で実施可能なものが多

いこともその理由である。一方で、ナッジの

効果は、必ずしも完全に予測できるものでは

ない。人々には異質性があり、人々のもつ知

識や社会的文脈は常に変化している。そのた

め、ある対象者グループに効果的だったナッ

ジであっても、別の対象や別の時点では効果

的ではない可能性がある。そのため、ナッジ

を用いた政策は、効果検証をして社会実装を

するという手続を踏むことが望まれる。 
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